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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　住居に固定的に設置される設備機器に対して、当該設備機器の動作を指示するために、
前記住居に居住中の住人が１日以上の所定期間内に操作する操作端末であって、
　筐体外面部にユーザ入力操作用の入力操作装置と情報出力用の画面表示装置を有し、
　インターネット接続機能を備え、インターネットを介した１または複数の外部サーバと
の情報の送受信を行う通信インターフェイスと、
　前記入力操作装置からの操作入力を受け付け、前記通信インターフェイスを介して、前
記操作入力に基づいて前記外部サーバの１つにアクセスして、前記外部サーバから出力さ
れる表示用データの受信を行い、前記表示用データを前記画面表示装置に表示出力する外
部情報送受信制御部と、
　前記外部サーバの内の前記操作端末または前記操作端末のユーザに固有の情報を含む端
末関連データを出力する特定サーバにアクセスする際のユーザ認証を行うユーザ認証部と
、
　前記ユーザ認証に用いるパスワード及び前記ユーザ認証に前記パスワードの入力を不要
とするパスワード不要期限を管理するパスワード管理部と、を備え、
　前記パスワードが設定された状態において、前記特定サーバへのアクセスを要求する前
記操作入力を受け付けると、
　前記ユーザ認証部は、前記アクセス時点が前記パスワード不要期限以前である場合は前
記ユーザ認証を無条件に行い、前記アクセス時点が前記パスワード不要期限より後である
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場合は、前記画面表示装置に前記パスワードの入力を促す表示出力を行わせ、前記入力操
作装置または前記画面表示装置に表示出力されたパスワード入力装置から入力されたパス
ワードの照合によって前記ユーザ認証を行い、
　前記外部情報送受信制御部は、前記ユーザ認証部よる前記ユーザ認証を通過した場合に
のみ、前記特定サーバに対し、前記操作端末に固有の端末識別情報とユーザ認証済みであ
る旨のフラグまたは前記パスワードを付加した前記端末関連データの出力要求を送信し、
　前記パスワード管理部は、前記パスワード不要期限以前において、前記入力操作装置か
らの操作入力によって、前記設備機器に対して前記外部サーバへのアクセスを伴わない所
定の動作の指示が行われた場合には、前記パスワード不要期限を、前記所定期間延長する
ことを特徴とする設備機器の操作端末。
【請求項２】
　前記外部情報送受信制御部は、前記ユーザ認証部よる前記ユーザ認証を通過しなかった
場合は、前記特定サーバへのアクセスを行わないか、或いは、前記特定サーバに対し、前
記ユーザ認証済みである旨のフラグまたは前記パスワードを付加せずに、または、前記ユ
ーザ認証済みでない旨のフラグを付加して前記端末関連データの出力要求を送信すること
を特徴とする請求項１に記載の設備機器の操作端末。
【請求項３】
　前記パスワード管理部は、前記パスワード不要期限後の最初に正しいパスワード入力を
受け付けた時点から所定の期間後を、新たな前記パスワード不要期限とすることを特徴と
する請求項１または２に記載の設備機器の操作端末。
【請求項４】
　前記ユーザ認証部が、前記パスワード不要期限より後に、前記入力操作装置または前記
画面表示装置に表示出力されたパスワード入力装置から入力されたパスワードの照合によ
って前記ユーザ認証を行えなかった場合に、前記画面表示装置に前記パスワードの解除手
続を促す表示出力を行わせることを特徴とする請求項１～３の何れか１項に記載の設備機
器の操作端末。
【請求項５】
　前記パスワードが未設定状態において、前記特定サーバへのアクセスを要求する前記操
作入力を含む所定の操作入力を受け付けると、
　前記パスワード管理部が、前記画面表示装置に前記パスワードの設定を促す表示出力を
行わせることを特徴とする請求項１～４の何れか１項に記載の設備機器の操作端末。
【請求項６】
　前記パスワードが未設定状態において、前記特定サーバへのアクセスを要求する前記操
作入力を含む所定の操作入力を受け付けると、
　前記パスワード管理部が、前記画面表示装置に前記パスワード不要期限の設定を促す表
示出力を行わせることを特徴とする請求項５に記載の設備機器の操作端末。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建造物に固定的に設置される設備機器の操作端末に関し、更に詳細には、イ
ンターネットを介して外部サーバにアクセスする際のユーザ認証を一定のセキュリティレ
ベルを確保して簡易に実行可能な設備機器の操作端末に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建造物に固定的に設置される設備機器の操作端末として、インターネット接続機能を備
えインターネット上の情報を閲覧可能な給湯暖房機のリモコン端末がある（例えば、特許
文献１、及び、非特許文献１を参照）。
【０００３】
　特許文献１では、内部サーバを有するプライベートネットワークやＶＰＮ技術を利用す
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ることなく、インターネットを利用して家庭内等における種々の情報を外部サーバとの間
で双方向通信することができる給湯器が開示されており、特許文献１の図５には、インタ
ーネット上の情報を閲覧可能な給湯器のリモコン端末が開示されている。
【０００４】
　非特許文献１では、インターネット接続用のインターフェイスとＷｅｂブラウザを内蔵
し、インターネット上の生活情報やガス使用量等を閲覧可能な給湯暖房機のリモコン端末
が開示されている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－２７９１１８号公報
【非特許文献１】「新築集合住宅向けインターネット接続機能付きガス給湯暖房機用リモ
コン（ネットワークリモコン）カタログ」、大阪瓦斯株式会社、２００４年１０月１日
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一方、給湯暖房機等の設備機器に限らず、情報家電と称されるインターネット接続機能
を備えインターネット上のＷｅｂサーバとデータ送受信可能な電気機器が開発されている
。しかし、給湯暖房機、空調機、セキュリティ機器等の設備機器は、一般的な情報家電と
異なり、住居等の建造物に固定的に設置されるため、転居等により使用者が移動しても、
元の設置個所に残されたまま次に移転した住人に使用されるのが通常である。
【０００７】
　ところで、非特許文献１に開示されているように、リモコン端末で閲覧可能な情報とし
ては、天気予報やマンション内のお知らせ等の一般情報に加え、ガス使用量等の個人情報
も含まれるため、転居後に次に移転した住人に閲覧されて不都合な情報が含まれる場合が
ある。かかる場合には、パソコン等からインターネットを介して行うオンライン銀行取引
やオンラインショッピング等の場合のように、ユーザＩＤやパスワード等によるユーザ認
証を行った上で、セキュリティ性を高くして機密データの送受信を行うようにすれば、転
居後の次の住人等の第三者に、個人情報等の第三者に閲覧されたくない個人的情報の閲覧
を防止できる。しかしながら、設備機器のリモコン端末から、簡易且つ即座に閲覧したい
情報に対して、いちいちユーザＩＤやパスワード等の入力を行う操作が煩わしいという一
面がある。また、設備機器のリモコン端末は、台所や居間の壁等に設置されている場合に
は、パソコン等に比べ複雑な入力操作に対する操作性に劣る場合もあり、なるべく簡易な
入力操作で種々の操作が可能な構成が好ましい。更に、個人情報等の第三者に閲覧された
くない情報を管理するサーバ側で、転居等のユーザ状況の変化を管理すれば済むとも考え
られるが、転居するユーザからの連絡が無かったり、遅れたりすると転居等のユーザ状況
の変化が反映されないまま、次の住人等の第三者に対して個人的情報の閲覧を放置する結
果となる。
【０００８】
　本発明は上記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、一定のセキュリティ
性を確保して簡易な入力操作で、インターネット上の種々の情報を閲覧可能なインターネ
ット接続機能を備えた設備機器の操作端末を提供する点にある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するための本発明に係る設備機器の操作端末は、住居に固定的に設置さ
れる設備機器に対して、当該設備機器の動作を指示するために、前記住居に居住中の住人
が１日以上の所定期間内に操作する操作端末であって、筐体外面部にユーザ入力操作用の
入力操作装置と情報出力用の画面表示装置を有し、インターネット接続機能を備え、イン
ターネットを介した１または複数の外部サーバとの情報の送受信を行う通信インターフェ
イスと、前記入力操作装置からの操作入力を受け付け、前記通信インターフェイスを介し
て、前記操作入力に基づいて前記外部サーバの１つにアクセスして、前記外部サーバから
出力される表示用データの受信を行い、前記表示用データを前記画面表示装置に表示出力
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する外部情報送受信制御部と、前記外部サーバの内の前記操作端末または前記操作端末の
ユーザに固有の情報を含む端末関連データを出力する特定サーバにアクセスする際のユー
ザ認証を行うユーザ認証部と、前記ユーザ認証に用いるパスワード及び前記ユーザ認証に
前記パスワードの入力を不要とするパスワード不要期限を管理するパスワード管理部と、
を備え、前記パスワードが設定された状態において、前記特定サーバへのアクセスを要求
する前記操作入力を受け付けると、前記ユーザ認証部は、前記アクセス時点が前記パスワ
ード不要期限以前である場合は前記ユーザ認証を無条件に行い、前記アクセス時点が前記
パスワード不要期限より後である場合は、前記画面表示装置に前記パスワードの入力を促
す表示出力を行わせ、前記入力操作装置または前記画面表示装置に表示出力されたパスワ
ード入力装置から入力されたパスワードの照合によって前記ユーザ認証を行い、前記外部
情報送受信制御部は、前記ユーザ認証部よる前記ユーザ認証を通過した場合にのみ、前記
特定サーバに対し、前記操作端末に固有の端末識別情報とユーザ認証済みである旨のフラ
グまたは前記パスワードを付加した前記端末関連データの出力要求を送信し、前記パスワ
ード管理部は、前記パスワード不要期限以前において、前記入力操作装置からの操作入力
によって、前記設備機器に対して前記外部サーバへのアクセスを伴わない所定の動作の指
示が行われた場合には、前記パスワード不要期限を、前記所定期間延長することを第１の
特徴とする。
【００１０】
　更に、本発明に係る設備機器の操作端末は、上記第１の特徴に加えて、前記外部情報送
受信制御部が、前記ユーザ認証部よる前記ユーザ認証を通過しなかった場合は、前記特定
サーバへのアクセスを行わないか、或いは、前記特定サーバに対し、前記ユーザ認証済み
である旨のフラグまたは前記パスワードを付加せずに、または、前記ユーザ認証済みでな
い旨のフラグを付加して前記端末関連データの出力要求を送信することを第２の特徴とす
る。
【００１１】
　更に、本発明に係る設備機器の操作端末は、上記第１または第２の特徴に加えて、前記
パスワード管理部は、前記パスワード不要期限後の最初に正しいパスワード入力を受け付
けた時点から所定の期間後を、新たな前記パスワード不要期限とすることを第３の特徴と
する。
【００１３】
　更に、本発明に係る設備機器の操作端末は、上記何れかの特徴に加えて、前記ユーザ認
証部が、前記パスワード不要期限より後に、前記入力操作装置または前記画面表示装置に
表示出力されたパスワード入力装置から入力されたパスワードの照合によって前記ユーザ
認証を行えなかった場合に、前記画面表示装置に前記パスワードの解除手続を促す表示出
力を行わせることを第４の特徴とする。
【００１４】
　更に、本発明に係る設備機器の操作端末は、上記何れかの特徴に加えて、前記パスワー
ドが未設定状態において、前記特定サーバへのアクセスを要求する前記操作入力を含む所
定の操作入力を受け付けると、前記パスワード管理部が、前記画面表示装置に前記パスワ
ードの設定を促す表示出力を行わせることを第５の特徴とする。
【００１５】
　更に、本発明に係る設備機器の操作端末は、上記第６の特徴に加えて、前記パスワード
が未設定状態において、前記特定サーバへのアクセスを要求する前記操作入力を含む所定
の操作入力を受け付けると、前記パスワード管理部が、前記画面表示装置に前記パスワー
ド不要期限の設定を促す表示出力を行わせることを第６の特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　上記第１の特徴の設備機器の操作端末によれば、ユーザ認証部が操作端末または操作端
末のユーザに固有の情報を含む端末関連データを出力する特定サーバにアクセスする際に
のみユーザ認証を行うので、特定サーバ以外のサーバにアクセスして情報を閲覧するには
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、ユーザ認証に必要なパスワード等の入力操作が不要であり、更に、特定サーバにアクセ
スする際においてもパスワード不要期限前のアクセスであれば、パスワードの入力操作無
しユーザ認証を無条件に行うため、インターネットを介した情報閲覧に要する入力操作を
簡易化して、しかもパスワード不要期限によって一定のセキュリティ性を確保できる。つ
まり、パスワード不要期限を適切に設定することで、転居等によって現ユーザが操作端末
を使用しなくなれば、当該パスワード不要期限が過ぎてしまうので、次の住人等の第三者
は、当該第三者に関係のない操作端末や現ユーザに固有の情報を含む端末関連データには
アクセスできず、一定のセキュリティ性を確保できる。
【００１７】
　また、現ユーザがパスワード不要期限後に特定サーバにアクセスする場合は、パスワー
ドの入力操作が必要となるが、これは上記一定のセキュリティ性を確保するために必要な
操作であり、毎回必要な操作ではないので、総合的に見て、入力操作の簡易化と一定のセ
キュリティ性を確保の両立が図れることになる。
【００１８】
　上記第２の特徴の設備機器の操作端末によれば、ユーザ認証部でユーザ認証ができなか
った場合は、操作端末側或いは特定サーバ側で確実に端末関連データへのアクセスが拒否
されるので、転居後の次の住人等の第三者は、当該第三者に関係のない操作端末や現ユー
ザに固有の情報を含む端末関連データにはアクセスできず、一定のセキュリティ性を確保
できる。
【００１９】
　ここで、外部情報送受信制御部が、特定サーバに対し、ユーザ認証済みである旨のフラ
グまたはパスワードを付加せず、または、前記ユーザ認証済みでない旨のフラグを付加し
て前記端末関連データの出力要求を送信する場合には、特定サーバは操作端末に対して端
末関連データの送信は行わずに、その他の一般情報に係るデータは送信することができる
。従って、特定サーバ別に、ユーザ認証ができなかった場合の対応を区別することができ
る。
【００２０】
　更に、第３の特徴の設備機器の操作端末によれば、パスワード不要期限後に正しいパス
ワードの入力操作をすれば、その後の所定の期間内における特定サーバへのアクセスは、
パスワード不要期限前のアクセスとなり、再度のパスワードの入力操作無しでユーザ認証
される。つまり、特定サーバへのアクセスを所定の期間内で頻繁に行う場合は、パスワー
ド不要期限前であるので、パスワードの入力操作無しでユーザ認証され、特定サーバへの
アクセスを所定の期間を超えてたまにしか行わない場合は、一定のセキュリティ性を確保
するためには、パスワードの入力操作の煩わしさの程度も甘受できる範囲となり、ユーザ
対して過度に煩雑な入力操作を要求することを回避できる。
【００２１】
　また、上記特徴の設備機器の操作端末によれば、設備機器に対する所定の制御が継続的
に行われる限りにおいて、パスワード不要期限が都度自動的に延長されるので、パスワー
ドの入力操作無しでユーザ認証され、特定サーバへのアクセスが可能になる。つまり、設
備機器に対する所定の制御が継続的に行われるということは、現ユーザが定期的にその設
置場所で、設備機器を使用していることを意味しているため、特定サーバへのアクセスが
、その設備機器の使用者またはその関係者以外の第三者である可能性は極めて低いと判断
できるため、一定のセキュリティ性を確保しつつ、ユーザに求める入力操作を更に簡易化
できる。
【００２２】
　また、第４の特徴の設備機器の操作端末によれば、ユーザ認証を行えなかった原因とし
て現ユーザが転出した可能性があるため、パスワードの解除手続を促す表示出力によって
新規ユーザによる解除手続がなされることにより、現ユーザの転出を把握することが可能
となる。また、新規ユーザによる解除手続によって、特定サーバ側等において新規ユーザ
と操作端末と間の関連付けが可能となる。
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【００２３】
　また、第５の特徴の設備機器の操作端末によれば、パスワードが未設定状態において、
新規ユーザが、パスワードの設定を促す表示出力に従ったパスワードの設定が可能となり
、これにより、新規ユーザは、パスワード不要期限後も特定サーバへのアクセスが可能と
なる。
【００２４】
　また、第６の特徴の設備機器の操作端末によれば、パスワードが未設定状態において、
新規ユーザが、パスワードの設定を促す表示出力に従ったパスワードの設定とパスワード
不要期限の設定が可能となり、これにより、新規ユーザは、自己の生活スタイルに適合し
たパスワード不要期限の設定ができ、より入力操作の手間を省いて特定サーバへのアクセ
スが可能となる。
 
 
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明に係る設備機器の操作端末（以下、適宜「本発明端末」と略称する）の実
施形態を図面に基づいて説明する。
【００２６】
　図１に示すように、本発明端末１は、建造物１０（例えば、戸建住宅或いは集合住宅等
の住居）に固定的に設置される設備機器の一例である給湯暖房機１１のリモコン端末であ
り、建造物１０内に設置されたＬＡＮ（ローカルネットワーク）１２に接続して、同じく
ＬＡＮ１２に接続したルータ１３と回線接続機器１４を介してインターネット１５を介し
て、外部サーバ（管理サーバ１６、コンテンツサーバ１７，１８）に接続可能に構成され
ている。ＬＡＮ１２には、パソコンや他の情報家電等（図示せず）も接続して、インター
ネット１５に接続可能であり、また、本発明端末１との間でのデータの送受信が可能であ
るが、本発明の本旨と直接関係ないので説明は割愛する。尚、図１中の回線接続機器１４
は、インターネット１５に物理的に接続するための通信回線（ＡＤＳＬ（非対称デジタル
加入者線）、光通信ケーブル、無線通信回線、等）とルータ１３間を接続するためのＡＤ
ＳＬモデム、光回線終端装置等である。本実施形態では、ＬＡＮ１２は一般に普及してい
るＴＣＰ／ＩＰ（ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｐｒｏｔｏｃｏｌ／ｉｎ
ｔｅｒｎｅｔ　ｐｒｏｔｏｃｏｌ）を通信プロトコルとするＬＡＮを想定している。ＬＡ
Ｎ１２の物理的な構成は、本発明端末１、ルータ１３、及び、他の端末機器を、ハブ（図
示せず）を介してＬＡＮケーブルで接続する構成、無線ＬＡＮで接続する構成、その他の
方式の何れでも構わない。
【００２７】
　管理サーバ１６は、本発明端末１のインターネット接続を含む種々の運用に必要なデー
タの設定や登録を管理するサーバで、Ｗｅｂサーバとしての機能とデータベース管理機能
を有する。コンテンツサーバ１７，１８は、本発明端末１との間で予め相互に端末認証を
行っておくことで、本発明端末１を正規のクライアント端末と認識して、各サーバで管理
する情報（例えば、天気予報、ユーザへのお知らせ、居住地域のタウン情報、料理レシピ
、ユーザのガス使用量、等）の閲覧を許可して本発明端末１へ当該情報のＨＴＭＬ（ｈｙ
ｐｅｒｔｅｘｔ　ｍａｒｋｕｐ　ｌａｎｇｕａｇｅ）やＸＭＬ（ｅｘｔｅｎｓｉｂｌｅ　
ｍａｒｋｕｐ　ｌａｎｇｕａｇｅ）等のマークアップ言語で記述された表示用データを送
信するＷｅｂサーバである。
【００２８】
　図２に、本発明端末１のインターネット接続機能に関係する機能ブロック構成を模式的
に示す。本発明端末１は、給湯暖房機１１の制御に係る機能を本来的に備えているが、当
該本来的機能は、通常の給湯暖房機リモコンと同様の機能であり、本発明の本旨と直接関
係ないので説明は割愛する。
【００２９】
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　図２に示すように、本発明端末１は、筐体外面部（図示せず）に設置されたユーザ入力
操作用の入力操作装置２と情報出力用の画面表示装置３を有し、更に、通信インターフェ
イス４、外部情報送受信制御部５、ユーザ認証部６、パスワード管理部７、不揮発性記憶
装置８を備えて構成される。ここで、通信インターフェイス４、外部情報送受信制御部５
、ユーザ認証部６、及び、パスワード管理部７は、何れも機能的手段であり、本発明端末
１を構成するコンピュータのハードウェア資源を利用して、各機能を実現する各コンピュ
ータプログラムを当該コンピュータの中央演算処理装置が実行することによってソフトウ
ェア的に実現されるものである。
【００３０】
　入力操作装置２は、筐体外面部に固定的に設置されたタッチスイッチとタッチパネル機
能を備えた画面表示装置３の表示画面上にソフトウェア的に形成されたタッチスイッチで
構成される。画面表示装置３は、筐体外面部に固定的に設置されたタッチパネル機能を備
えた液晶表示装置で、入力操作用のタッチスイッチや、情報出力用の画面表示を行う。
【００３１】
　通信インターフェイス４は、ルータ１３、回線接続機器１４、及び、インターネット１
５を介し、外部サーバ１６～１８との間でＴＣＰ／ＩＰ通信によるデータの送受信を行う
通信インターフェイスである。
【００３２】
　外部情報送受信制御部５は、入力操作装置２からの操作入力を受け付け、通信インター
フェイスを介して、受け付けた操作入力に基づいて指定される外部サーバ１６～１８等の
１つのＷｅｂサーバにアクセスして、アクセスした外部サーバから出力されるＨＴＭＬや
ＸＭＬ等で記述された表示用データの受信を行い、内蔵のＷｅｂブラウザ機能で受信した
表示用データを解釈して画面表示装置３の表示画面上に表示出力する。
【００３３】
　ユーザ認証部６は、外部情報送受信制御部５から外部サーバ１６～１８等の１つにアク
セスする際に、入力操作装置２から受け付けた操作入力に基づいて指定される外部サーバ
が、所定の特定サーバ（例えば、コンテンツサーバ１７）にアクセスする際のユーザ認証
を行う。本実施形態では、特定サーバは、例えば、給湯暖房機１１のユーザのガス使用量
の過去の実績値等の個人情報を含む端末関連データ（本発明端末１または本発明端末１の
ユーザに固有の情報を含むデータ）を提供するＷｅｂサーバである。
【００３４】
　パスワード管理部７は、ユーザ認証に用いるパスワードの設定と解除、ユーザ認証用に
パスワードを入力してから新たなパスワードの入力が要求されずに自動的にユーザ認証可
能な期間（パスワードフリー期間）の設定と解除、及び、パスワードフリー期間の終了時
点であるパスワード不要期限の初期設定、更新（延長）、解除の各操作を行う。尚、ユー
ザ認証に用いるパスワードは、英数字や記号の組合せに限らず、入力操作装置２で提供さ
れる入力キーの入力順序の組合せであっても構わず、或いは、英数字と入力キーの入力順
序の組合せであっても構わない。尚、本実施形態では、パスワードの一例として、４桁の
暗証番号を想定して説明する。
【００３５】
　不揮発性記憶装置８は、本発明端末１を構成するコンピュータに内蔵、或いは、外付け
の記憶装置で、例えば、フラッシュメモリ等の不揮発性半導体メモリや磁気ディスクメモ
リ（ＨＤＤ）等で構成され、パスワード管理部７で設定するパスワードとパスワードフリ
ー期間とパスワード不要期限、更には、本発明端末１からのアクセスを事前に設定してあ
る外部サーバ１６～１８のＵＲＬ（ｕｎｉｆｏｒｍ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ｌｏｃａｔｏｒ
）またはＩＰアドレス、外部サーバ１６～１８との端末認証用データ等を記憶する。
【００３６】
　本発明端末１は、給湯暖房機１１とともに建造物１０に設置された時点で、ネットワー
ク初期設定処理が実行される。具体的には、図３に示すように、第１ステップとして、ル
ータ１３との間の通信設定として、ＩＰアドレス、サブネットマスク、デフォルトゲート
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ウェイアドレス等の設定を行い、第２ステップとして、管理サーバ１６にアクセスして端
末認証情報を交換し、第３ステップとして、本発明端末１に固有の端末識別情報と本発明
端末１の設置場所情報等を管理サーバ１６に登録する。管理サーバ１６側では、操作端末
データベース１９に端末識別情報及び設置場所情報等が登録される。以降、この処理結果
によって管理サーバ１６と本発明端末１間で相互に正規の操作端末、正規の管理サーバで
あることの確認を取り合う。引き続き、第４ステップとして、アクセスを予定している外
部サーバ１６～１８等の内の少なくとも管理サーバ１６と特定サーバ１７等に夫々アクセ
スして、本発明端末１に固有の端末識別情報と本発明端末１のユーザ情報（例えば、ユー
ザ氏名やユーザ識別番号等）を相互に関連付けて各外部サーバに登録する。これらの初期
設定処理は、別途、本発明端末１を構成するコンピュータ内に初期設定用のプログラムを
格納しておき実行することで可能となる。当該ネットワーク初期設定処理は、本発明端末
１の新規設置時或いは修理交換時に、工事作業者によって行われるもので、通常のユーザ
動作モードでの処理ではない。尚、第３ステップの処理は、管理サーバ１６側で個別に行
ってもよく、また、第４ステップの処理は、第３ステップの処理後において、ユーザ動作
モードでユーザによる初期設定処理としても構わない。
【００３７】
　以下、ネットワーク初期設定処理済みの状態で、本発明端末１が、入力操作装置２から
のユーザの操作入力に従って外部サーバへアクセスして、外部サーバが提供する情報画面
を画面表示装置３の表示画面上に表示するまでの処理手順について、図４及び図５を参照
して説明する。図４は、外部サーバへのアクセス要求操作の受け付けから外部サーバが提
供する情報画面を表示するまでの本発明端末１の処理手順を示すフローチャートで、図５
は、図４に示す処理手順中の画面表示処理における画面表示装置３の表示画面上に表示さ
れる画面例を模式的に示す。尚、図４と図５では、同じ処理ステップには同じステップ番
号を付している。
【００３８】
　先ず、新規のユーザがユーザ認証用のパスワード（暗証番号）とパスワードフリー期間
の設定とパスワード不要期限の初期設定を行う場合の本発明端末１の処理手順を、図４及
び図５を参照して説明する。
【００３９】
　新規のユーザが入力操作装置２を入力操作して外部サーバが提供する情報の閲覧を選択
すると、外部情報送受信制御部５が、当該操作入力を受け付けて閲覧情報を選択するため
の初期画面を画面表示装置３の表示画面上に表示出力する（ステップ＃１０）。
【００４０】
　ユーザが画面表示装置３の表示画面上に表示された初期画面内のコンテンツ選択ボタン
の１つを押下して外部サーバへの接続要求を行うと（ステップ＃１１）、外部情報送受信
制御部５が、当該操作入力を受け付けて当該操作入力で指定されたＵＲＬ（ｕｎｉｆｏｒ
ｍ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ｌｏｃａｔｏｒ）またはＩＰアドレスの外部サーバが特定サーバ
か否かの判定を行う（ステップ＃１２）。尚、本実施形態では、本発明端末１からアクセ
ス可能な外部サーバ及び閲覧可能な情報は予め設定登録されて、それらのＵＲＬまたはＩ
Ｐアドレスが不揮発性記憶装置８内に保存され、外部情報送受信制御部５によって管理さ
れている場合を想定する。
【００４１】
　ステップ＃１２の判定で特定サーバ以外の外部サーバへのアクセスの場合には（ＮＯの
分岐）、パスワードが未設定状態の新規のユーザであっても、後述のユーザ認証なしで情
報の閲覧が可能であるので、外部情報送受信制御部５は、当該操作入力で指定された外部
サーバにアクセスして（ステップ＃１６）、当該外部サーバが提供する情報の表示用デー
タの受信を行い、画面表示装置３の表示画面上に表示出力する（ステップ＃１７）。
【００４２】
　ステップ＃１２の判定で特定サーバへのアクセスの場合には（ＹＥＳの分岐）、外部情
報送受信制御部５は、パスワードが設定済みか否かの判定を行う（ステップ＃１３）。今
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、新規のユーザでパスワードが未設定状態を想定しているので、パスワード未設定状態と
判定され（ＮＯの分岐）、パスワード管理部７が、パスワードの設定を促すパスワード設
定画面を画面表示装置３の表示画面上に表示出力する（ステップ＃２０）。
【００４３】
　新規ユーザが画面表示装置３の表示画面上に表示されたパスワード設定画面の入力キー
を押下してパスワード（暗証番号）の入力操作を行うと、パスワード管理部７が当該操作
入力を一旦受け付けて（ステップ＃２１）、パスワードフリー期間の設定によるパスワー
ド不要期限の初期設定を促すパスワードフリー期間設定画面を画面表示装置３の表示画面
上に表示出力する（ステップ＃２２）。新規ユーザが画面表示装置３の表示画面上に表示
された複数のパスワードフリー期間候補の選択キーの１つを押下してパスワードフリー期
間の選択入力操作を行うと、パスワード管理部７が当該選択操作入力を一旦受け付ける（
ステップ＃２３）。そして、パスワード管理部７が、パスワードの入力操作時点を起点と
してパスワードフリー期間経過後の時点をパスワード不要期限として算出し、パスワード
とパスワードフリー期間とパスワード不要期限（初期値）を夫々、不揮発性記憶装置８内
に保存する（ステップ＃２４）。尚、パスワードとパスワードフリー期間は、夫々の操作
入力を受け付ける毎に不揮発性記憶装置８内に保存しても構わない。設定可能なパスワー
ドフリー期間としては、例えば、図５（ステップ＃２２）に例示するように、１）０時間
（つまり、毎回入力を要求する場合）、２）１日（２４時間）、３）１週間、４）２週間
、５）１ヶ月、６）２ヶ月、等が想定される。
【００４４】
　引き続き、パスワード管理部７がパスワードとパスワードフリー期間とパスワード不要
期限を正式に登録すると、ステップ＃１４に移行して、ユーザ認証部６が、パスワード不
要期限前であるか否かの判定を行い、パスワードフリー期間の設定が「０時間」以外であ
れば、ステップ＃１４への移行時点はパスワード不要期限前であるので、ステップ＃１５
に移行して、ユーザ認証部６によって後述するユーザ認証が無条件で行われる。引き続き
、外部情報送受信制御部５は、ステップ＃１１での操作入力で指定された特定サーバにア
クセスして（ステップ＃１６）、当該特定サーバが提供する情報（端末関連データ）の表
示用データの受信を行い、画面表示装置３の表示画面上に表示出力する（ステップ＃１７
）。ステップ＃２４でのパスワードフリー期間の設定が「０時間」であれば、ステップ＃
１４の判定時点でパスワード不要期限を過ぎているので、ステップ＃３０に移行して後述
するパスワード入力を要するユーザ認証処理を行う。
【００４５】
　尚、ステップ＃２０～＃２４のユーザ認証用のパスワードとパスワードフリー期間とパ
スワード不要期限の各設定に移行するのに、ステップ＃１２の特定サーバへのアクセスか
否かの判定を行った後に、ステップ＃１３のパスワードが設定済みか否かの判定を行った
が、ステップ＃１３のパスワードが設定済みか否かの判定を先に行って、パスワード未設
定状態と判定された場合に（ＮＯの分岐）、ステップ＃２０～＃２４の処理を行って、ス
テップ＃１２の特定サーバへのアクセスか否かの判定に移行するようにしても構わない。
後者の場合は、新規ユーザが、特定サーバを含む外部サーバにアクセスする際に、ユーザ
認証用のパスワードとパスワードフリー期間の設定とパスワード不要期限の初期設定を催
促されることになり、何れの場合においても、パスワード未設定状態でユーザ認証が必要
な特定サーバへ最初にアクセスした時には、必ず、パスワードとパスワードフリー期間の
設定とパスワード不要期限の初期設定を催促されることになる。
【００４６】
　次に、パスワードとパスワードフリー期間（０時間以外）とパスワード不要期限が一旦
設定された状態で、入力操作装置２からのユーザの操作入力に従って外部サーバの内の１
つの特定サーバ１７へアクセスして、特定サーバ１７が提供する端末関連データの情報画
面を画面表示装置３の表示画面上に表示するまでの処理手順について、図４及び図５を参
照して説明する。
【００４７】
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　ユーザが入力操作装置２を入力操作して外部サーバが提供する情報の閲覧を選択すると
、外部情報送受信制御部５が、当該操作入力を受け付けて閲覧情報を選択するための初期
画面を画面表示装置３の表示画面上に表示出力する（ステップ＃１０）。ユーザが画面表
示装置３の表示画面上に表示された初期画面内の閲覧したい端末関連データに対応するコ
ンテンツ選択ボタンを押下して特定サーバ１７への接続要求を行うと（ステップ＃１１）
、外部情報送受信制御部５が、当該操作入力を受け付けて当該操作入力で指定されたＵＲ
ＬまたはＩＰアドレスの外部サーバが特定サーバか否かの判定を行う（ステップ＃１２）
。本実施例では、特定サーバ１７が選択されているので、ステップ＃１２の判定では、特
定サーバへのアクセスと判定される（ＹＥＳの分岐）。尚、ステップ＃１１で、端末関連
データ以外のコンテンツ選択ボタンを押下した場合には、特定サーバ以外の外部サーバへ
のアクセスと判定され（ＮＯの分岐）、後述のユーザ認証なしで閲覧可能であるので、外
部情報送受信制御部５は、当該操作入力で指定された外部サーバにアクセスして（ステッ
プ＃１６）、当該外部サーバが提供する情報の表示用データの受信を行い、画面表示装置
３の表示画面上に表示出力する（ステップ＃１７）。
【００４８】
　外部情報送受信制御部５は、ステップ＃１２で特定サーバへのアクセスと判定すると（
ＹＥＳの分岐）、既にパスワードが設定されているので、次のステップ＃１３の判定では
パスワードが設定済みと判定する（ＹＥＳの分岐）。
【００４９】
　次に、ユーザ認証部６が、アクセス要求時がパスワード不要期限前であるか否かの判定
を行う（ステップ＃１４）。アクセス要求時がパスワード不要期限前であれば（ＹＥＳの
分岐）、ユーザ認証部６は、無条件でユーザ認証を行う（ステップ＃１５）。尚、パスワ
ードフリー期間の設定が「０時間」の場合は、アクセス要求時は必ずパスワード不要期限
後（ＮＯの分岐）となる。
【００５０】
　ユーザ認証部６によるユーザ認証（ステップ＃１５）を通過すると、外部情報送受信制
御部５は、ユーザ操作入力で指定されたＵＲＬまたはＩＰアドレスの特定サーバ１７への
アクセスを行う（ステップ＃１６）。本発明端末１から特定サーバへ１７のアクセスでは
、端末関連データの出力要求を行うリクエストデータに、上述のネットワーク初期設定処
理において予め登録した本発明端末１に固有の端末識別情報とユーザ認証済みである旨の
フラグを付加して、通信インターフェイス４を介して特定サーバ１７に送信する。これに
よって、特定サーバ１７は、登録済みの操作端末からのアクセスであることと、ユーザ認
証済みであることを認識して、特定サーバ１７側では、何らのユーザ認証処理を行わずに
、指定された端末関連データの表示用データを本発明端末１に対して送信する。本発明端
末１側では、送信された端末関連データの表示用データを、通信インターフェイス４を介
して受信し、外部情報送受信制御部５が受信した表示用データを解釈して画面表示装置３
の表示画面上に表示出力する（ステップ＃１７）。
【００５１】
　ステップ＃１４のアクセス要求時がパスワード不要期限前であるか否かの判定で、アク
セス要求時がパスワード不要期限後であると判定されると（ＮＯの分岐）、ユーザ認証部
６は、ユーザに対してパスワードの操作入力を要求して、画面表示装置３の表示画面上に
パスワード入力画面を表示出力する（ステップ＃３０）。尚、本実施形態では、この時点
で、パスワード入力カウント用の変数ｎを１に初期化する。
【００５２】
　ユーザが、画面表示装置３の表示画面上に表示されたパスワード入力画面の入力キーを
押下してパスワード（暗証番号）の入力操作を行うと、ユーザ認証部６が当該操作入力を
受け付けて、不揮発性記憶装置８内に保存されたパスワードと一致しているかの照合を行
い（ステップ＃３１）、パスワードが一致して照合されれば（ＹＥＳの分岐）、パスワー
ド管理部７が、今回のパスワードの入力操作時点を起点として、不揮発性記憶装置８内に
保存されている設定されたパスワードフリー期間を基にパスワード不要期限を再計算し、
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不揮発性記憶装置８内に保存されているパスワード不要期限を再計算したパスワード不要
期限に更新する（ステップ＃３２）。そして、ステップ＃１５に移行して、ユーザ認証を
行う。ユーザ認証後の処理（ステップ＃１６、＃１７）は、ステップ＃１４の判定でアク
セス要求時がパスワード不要期限前であった場合と同じであるので、重複する説明は省略
する。
【００５３】
　パスワードの照合で（ステップ＃３１）、パスワードが一致していなかった場合は、正
規のユーザがパスワードの誤入力をしたか、正規のユーザ以外の第三者による不正なアク
セス要求の何れかであると判断して、パスワードの入力回数ｎのチェックを行う（ステッ
プ＃３３）。パスワードの入力回数ｎが所定の上限Ｎ（例えば、２回）に至っていない場
合は（ＹＥＳの分岐）、入力回数ｎを１増加して（ステップ＃３４）、画面表示装置３の
表示画面上にパスワード再入力画面を表示出力する（ステップ＃３５）。ユーザが、画面
表示装置３の表示画面上に表示されたパスワード再入力画面の入力キーを押下してパスワ
ードの再入力操作を行うと、ユーザ認証部６が当該再操作入力を受け付けて、パスワード
管理部７が不揮発性記憶装置８内に保存したパスワードと一致しているかの照合を行い（
ステップ＃３１）、パスワードが一致して照合されれば（ＹＥＳの分岐）、ステップ＃３
２に移行してパスワード不要期限の更新処理を行った後、ステップ＃１５に移行して、ユ
ーザ認証を行う。
【００５４】
　パスワードの照合で（ステップ＃３１）、パスワードが一致していなかった場合は、パ
スワードの入力回数ｎのチェックを再度行い（ステップ＃３３）、パスワードの入力回数
ｎが所定の上限Ｎ（例えば、２回）に至っている場合は（ＹＥＳの分岐）、ユーザ認証部
６は、ユーザ認証を行わずに、画面表示装置３の表示画面上に前記パスワードの解除手続
を促すパスワード解除手続依頼画面を表示出力する（ステップ＃３６）。パスワード解除
手続依頼画面が表示されると、所定時間後にステップ＃１０に移行し、初期画面が画面表
示装置３の表示画面上に表示出力される。この時点で、ユーザは端末関連データ以外の情
報の閲覧をするために特定サーバ以外の外部サーバへのアクセスが可能となる。また、パ
スワード誤入力後に正規のユーザが正しいパスワードを思い出した場合には、再度特定サ
ーバへのアクセスが可能となる。
【００５５】
　本発明端末１を操作したユーザが、建造物１０の住居に転居してきた新規のユーザであ
る場合には、ステップ＃３６において画面表示装置３の表示画面上にパスワード解除手続
依頼画面が表示されるので、当該依頼画面の表示に基づいて本発明端末１のインターネッ
ト接続を管理している管理者に連絡を取ることで、当該管理者は、本発明端末１を使用し
ていた前のユーザが、当該管理者に対する手続を忘れて転居した場合でも、当該転居事実
を把握することができる。当該管理者は、管理サーバ１６側で、本発明端末１からの後述
する解除手続を許諾可能な状態に設定しておく。
【００５６】
　次に、建造物１０の住居に転居してきた新規ユーザは、上述のパスワードとパスワード
フリー期間の設定、及び、パスワード不要期限の初期設定を行う前に、本発明端末１にお
いて以下の要領でパスワード解除手続を行う。
【００５７】
　先ず、新規ユーザは、入力操作装置２を入力操作してパスワード解除手続用の初期化モ
ードに移行すると、画面表示装置３の表示画面上にパスワード解除手続用の操作画面が表
示されるので、パスワード解除ボタンを押下すると、外部情報送受信制御部５が当該操作
入力を認識して、管理サーバ１６にアクセスする。当該アクセス時には、ネットワーク初
期設定処理において予め登録した本発明端末１に固有の端末識別情報を付加して、本発明
端末１に固有の端末識別情報と本発明端末１の新規ユーザのユーザ情報を相互に関連付け
て登録する。ここで、管理サーバ１６から、不揮発性記憶装置８内に保存されている前の
ユーザの設定したパスワードとパスワードフリー期間とパスワード不要期限の消去命令が



(12) JP 5052802 B2 2012.10.17

10

20

30

40

50

送信され、パスワード管理部７は当該消去命令に基づいて、不揮発性記憶装置８内に保存
されているパスワードとパスワードフリー期間とパスワード不要期限を消去する。これに
より、新規ユーザは、図４に示した要領で新たなパスワードとパスワードフリー期間の設
定、及び、パスワード不要期限の初期設定が可能となる。
【００５８】
　ここで、管理者に対するパスワード解除手続を行ってない場合は、管理サーバ１６では
、当該アクセスを許可しないため、新規ユーザの勝手なパスワード解除手続を防止できる
。
【００５９】
　以上、本発明端末１では、パスワード管理部７がパスワードとパスワードフリー期間と
パスワード不要期限を管理し、特定サーバへのアクセス時において、ユーザ認証部６がパ
スワードとパスワード不要期限を使い分けることで、パスワード不要期限前であればユー
ザにパスワード入力を要求することなくユーザ認証し、パスワード不要期限後の場合にの
みパスワード入力を要求してユーザ認証を行うようにできるので、一定のセキュリティ性
を確保して簡易な入力操作で、インターネット上の種々の情報を閲覧可能な環境をユーザ
に提供できる。
【００６０】
　次に、本発明システムの別実施形態について説明する。
【００６１】
　〈１〉上記実施形態では、パスワード不要期限の更新は、パスワード不要期限の経過後
に特定サーバへのアクセスが要求された時点で、ユーザに要求したパスワード入力が正し
い場合に、その時点を起点として設定済みのパスワードフリー期間経過後を新たなパスワ
ード不要期限する場合を説明したが、パスワード不要期限の更新は上記実施形態の更新処
理（図４のステップ＃３２）だけに限定されるものではない。
【００６２】
　例えば、図４のステップ＃３２のパスワード不要期限の更新処理に加えて、パスワード
管理部７が、パスワード不要期限の経過前においてユーザが入力操作装置２から給湯暖房
機（設備機器）１１に対して所定の日常的な制御操作（例えば、浴槽への給湯操作）を行
ったことを認識すると、現在有効なパスワード不要期限を、当該制御操作時点を起点とし
てパスワードフリー期間経過後の時点を新たなパスワード不要期限として計算し、不揮発
性記憶装置８内に保存されているパスワード不要期限を再計算したパスワード不要期限に
更新するようにするのも好ましい実施の形態である。かかる設定によれば、例えば、パス
ワードフリー期間が１日の場合では、毎日入浴するために浴槽への給湯操作を行っている
限り、パスワード不要期限が毎日１日ずつ自動的に延長されていくので、パスワード入力
を要求されず自動的にユーザ認証されることになる。更に、本別実施形態の更新処理を、
パスワード不要期限の経過の前後に関係なく、ユーザが入力操作装置２から給湯暖房機（
設備機器）１１に対して所定の制御操作（例えば、浴槽への給湯操作）を行ったことを認
識した場合に拡張しても構わない。また、本別実施形態の更新処理は、図４のステップ＃
３２のパスワード不要期限の更新処理の代替処理として、単独で実行しても構わない。
【００６３】
　〈２〉上記実施形態では、図４のステップ＃３１のパスワードの照合でパスワードが一
致していなかった場合は、パスワードの入力回数ｎのチェックを再度行い（ステップ＃３
３）、ユーザに対して複数回のパスワード入力を許容する実施形態を例示したが、図６に
示すように、ステップ＃３３～＃３５までの処理を省略して、パスワードの照合でパスワ
ードが一致していなかった場合は、即座にステップ＃３６に移行して、画面表示装置３の
表示画面上に前記パスワードの解除手続を促すパスワード解除手続依頼画面を表示出力す
るようにしても構わない。この場合は、ステップ＃３０の処理時に、パスワード入力カウ
ント用の変数ｎを１に初期化する処理は不要となる。
【００６４】
　〈３〉上記実施形態では、図４のステップ＃３６で画面表示装置３の表示画面上に前記
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パスワードの解除手続を促すパスワード解除手続依頼画面を表示出力した後、所定時間後
にステップ＃１０に移行する実施形態を例示したが、図７に示すように、ユーザ認証を行
わずにステップ＃１６に移行するようにしても構わない。つまり、上記実施形態では、パ
ルワード入力を所定回数誤った結果、ユーザ認証部６のユーザ認証を通過しない場合には
、特定サーバ１７へのアクセス自体が拒否される形態を想定したが、特定サーバ１７への
アクセスは許容しつつ、端末関連データの閲覧だけを拒否する形態であっても構わない。
【００６５】
　この場合は、ユーザ認証部６のユーザ認証を通過していないので、外部情報送受信制御
部５は、ユーザ操作入力で指定されたＵＲＬまたはＩＰアドレスの特定サーバ１７へのア
クセスを行うに当たり、端末関連データの出力要求を行うリクエストデータに、上述のネ
ットワーク初期設定処理において予め登録した本発明端末１に固有の端末識別情報とユー
ザ認証済みでない旨のフラグを付加して、通信インターフェイス４を介して特定サーバ１
７に送信する。或いは、リクエストデータに、本発明端末１に固有の端末識別情報だけを
付加し、ユーザ認証済みである旨のフラグを付加せずに特定サーバ１７に送信する。この
結果、特定サーバ１７は、登録済みの操作端末からのアクセスであることと、ユーザ認証
済みでないことを認識して、端末関連データ以外の一般情報の表示用データを本発明端末
１に対して送信する。
【００６６】
　更に、ステップ＃１６において付加すべきユーザ認証済みである旨のフラグに代えて、
パスワードを付加するようにしても構わない。この場合は、特定サーバ側で、本発明端末
１のパスワードを登録しておいてパスワードの照合を行うことで、ユーザ認証を行える。
【００６７】
　〈４〉上記実施形態では、図１において、建造物１０として戸建住宅を想定して、建造
物１０内に、本発明端末（設備機器の操作端末）１と給湯暖房機（設備機器）１１が１組
だけ設置されている場合を例示したが、建造物１０として集合住宅を想定した場合には、
建造物１０内に、本発明端末１と給湯暖房機１１が複数組設置され、各操作端末がＬＡＮ
１２を介して共通のルータ１３に接続する構成としてもよい。尚、集合住宅内に本発明端
末１と設備機器１１が複数組設置されている場合に、各設備機器１１は、必ずしも同じ設
備機器或いは機種である必要はない。同様に、各操作端末１も、必ずしも同じ仕様、外観
である必要はない。
【００６８】
　更に、建造物１０内に、本発明端末（設備機器の操作端末）１と給湯暖房機（設備機器
）１１が１組だけ設置されている場合において、本発明端末１が、ＬＡＮ１２とルータ１
３を介さずに、直接、回線接続機器１４に接続してインターネット１５に接続可能に構成
されていても構わない。
【００６９】
　〈５〉上記実施形態において、本発明端末１は、設備機器本体から分離したリモコン端
末を想定して説明したが、本発明端末１の一部または全部が、設備機器本体側に設けられ
ていても構わない。例えば、リモコン端末側に入力操作装置２と画面表示装置３だけを備
えて、通信インターフェイス４、外部情報送受信制御部５、ユーザ認証部６、パスワード
管理部７、不揮発性記憶装置８等を、設備機器本体側に設けても構わない。
【００７０】
　〈６〉上記実施形態の図５で例示した表示画面例は本発明の説明ための一例であり、実
際の表示画面が図５に例示した表示画面に限定されるものではない。
【００７１】
　また、上記実施形態で例示したパスワードフリー期間の候補は一例であり、上記実施形
態の候補例（０時間、１日、１週間、２週間、１ヶ月、２ヶ月）に限定されるものではな
い。また、パスワードフリー期間は一定期間に予め固定され、ユーザ選択不可能であって
も構わない。
【００７２】
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　〈７〉上記実施形態において、本発明端末１と接続する設備機器として、給湯暖房機を
想定したが、給湯暖房機はガス給湯暖房機でも電気給湯暖房機でもよく、また、給湯暖房
機以外の設備機器、例えば、空調専用機器や、ホームセキュリティ機器であっても構わな
い。
【産業上の利用可能性】
【００７３】
　本発明に係る設備機器の操作端末は、インターネット接続機能を備えた給湯暖房機のリ
モコン端末等の建造物に固定的に設置される設備機器の操作端末に利用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７４】
【図１】本発明に係る設備機器の操作端末の一実施形態におけるインターネット接続環境
の概略のシステム構成を示すブロック図
【図２】本発明に係る設備機器の操作端末の一実施形態におけるインターネット接続機能
に関係する概略の機能構成を示すブロック図
【図３】本発明に係る設備機器の操作端末の一実施形態におけるネットワーク初期設定処
理の処理手順を示すフローチャート
【図４】本発明に係る設備機器の操作端末の一実施形態におけるインターネット上の外部
サーバへアクセスして外部サーバが提供する情報画面を表示するまでの処理手順を示すフ
ローチャート
【図５】本発明に係る設備機器の操作端末の一実施形態における図４に示す処理手順中の
画面表示処理における画面例を示す図
【図６】本発明に係る設備機器の操作端末の別実施形態におけるインターネット上の外部
サーバへアクセスして外部サーバが提供する情報画面を表示するまでの処理手順を示すフ
ローチャート
【図７】本発明に係る設備機器の操作端末の他の別実施形態におけるインターネット上の
外部サーバへアクセスして外部サーバが提供する情報画面を表示するまでの処理手順を示
すフローチャート
【符号の説明】
【００７５】
　１：　本発明に係る設備機器の操作端末（給湯暖房機のリモコン端末）
　２：　入力操作装置
　３：　画面表示装置
　４：　通信インターフェイス
　５：　外部情報送受信制御部
　６：　ユーザ認証部
　７：　パスワード管理部
　８：　不揮発性記憶装置
　１０：　建造物（住居）
　１１：　設備機器（給湯暖房機）
　１２：　ＬＡＮ
　１３：　ルータ
　１４：　回線接続機器
　１５：　インターネット
　１６：　外部サーバ（管理サーバ）
　１７：　外部サーバ（コンテンツサーバ）、特定サーバ
　１８：　外部サーバ（コンテンツサーバ）
　１９：　操作端末データベース



(15) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図１】



(16) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図２】



(17) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図３】



(18) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図４】



(19) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図５】



(20) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図６】



(21) JP 5052802 B2 2012.10.17

【図７】



(22) JP 5052802 B2 2012.10.17

10

20

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２０００－０６７１４５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－０２３８９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－２０２１５２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－２８８１３８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０３－０９０９９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－２０８７９４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－０１８９１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－０５０６３９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２３６３１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－２４２５６５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－５３０１８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              ＩＢＭ－ＮＭＳ  ＩＢＭネットワーク管理サービス  ＩＥ／ＥＸサービス（拡張情報交換サービ
              ス）－Ｖ２  ＩＥ／ＥＸ  Ｂａｓｅ／ＤＯＳ  ご利用の手引き  ，日本アイ・ビー・エム株式会
              社，２００１年　９月２５日，初版，第５９頁

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０６Ｆ２１／００－２１／２４
              Ｇ０６Ｑ３０／００，５０／００，９０／００
              Ｈ０４Ｑ９／００－９／１６


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

